 (
（註）下線を付した部分はあくまで例示であり、甲乙協議の上、決定するものとする。また、その他についても、
共同研究・受託研究取扱要領
に抵触しないかぎり、甲乙協議の上、定めることができる。
)



受 託 研 究 契 約 書（ひな形）

学校法人大東文化学園（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、次の条項により受託研究契約を締結する。

（研究の課題等）
第１条　乙は、別紙受託研究申請書に記載の研究（以下「本研究」という。）を甲に委託し、甲はこれを受託するものとする。
（研究期間）
第２条　本研究期間は、　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までとする。
（研究費）
第３条　乙は、甲に対し研究費として金　　　　　　円（税別）を支払うものとする。
２　前項の研究費の支払日及び支払方法は、甲の指定する方法によるものとする。
３　第１項の研究費については、原則として、その過不足の清算を行なわないものとする。
（設備等の帰属）
第４条　前条の研究費により甲が購入した設備等は、甲に帰属するものとする。
（物品の提供）
第５条　乙は、甲に対し、必要となる物品を提供するものとする。
２　前項の物品の運搬に要する経費は、乙の負担とする。
（知的財産権の取扱い）
第６条　本契約において、「知的財産権」とは、本研究の結果生じた発明、考案、サンプル、ノウハウ並びにプログラム及びデータベースの著作物に係る著作権その他の一切の技術的成果をいう。
２　知的財産権の帰属については、甲乙共有するものとし、持分は甲50％、乙50％とする。知的財産権に含まれる特許、実用新案登録等の出願の取り扱いとその手続、維持管理については甲乙別途協議決定するものとし、それらに要する費用は、甲乙が持分に応じてそれぞれ負担するものとする。
３　外国における出願（以下「外国出願」という。）の要否及びその取り扱いは、甲乙協議による。
（共同出願契約）
第７条　甲及び乙は、前条第２項及び第３項に基づく協議の結果、甲乙共有に係る知的財産権（以下｢共有知的財産権｣という。）に関して共同出願する場合には、別途共同出願契約を締結するものとする。
（優先的実施）
第８条　乙又は乙の指定する者（以下「乙等」という。）が共有知的財産権を実施しようとするときは、実施の条件等について事前に甲乙協議決定し、別途覚書を締結するものとする。
２　乙等は、共有知的財産権を優先的に実施することができる。ただし、甲は、乙等が、共有知的財産権を本研究期間終了の翌日から起算して２年以内において商業的に実施しないときは、乙等以外の者（以下「第三者」という。）に対し、共有知的財産権の実施を許諾することができる。
（第三者への実施許諾）
第９条　甲及び乙は、前条ただし書きに該当する場合を除き、共有知的財産権を第三者に実施許諾するときは、あらかじめ相手方の書面による同意を得なければならない。
２　前項に基づく実施許諾の対価等の条件については、甲乙別途協議の上決定するものとする。
３　前条及び本条第１項の実施許諾により生じた第三者からの対価等は、それぞれの持分に応じて配分するものとする。
（第三者への譲渡）
第10条　甲及び乙は、共有知的財産権をそれぞれの持分につき第三者に譲渡することができる。ただし、その場合、甲及び乙は、あらかじめ互いに書面による同意を得なければならない。
（知的財産権の譲渡）
第11条　甲は、乙からの要請があったときは、出願前後にかかわらず、共有知的財産権の甲持分の乙への有償譲渡の可否及び条件等を検討する。
（研究の変更又は中止）
第12条　研究の変更又は中止については、大東文化大学共同研究及び受託研究に関する取扱要領（以下「共同研究・受託研究取扱要領」という。）第13条に定めるところによるほか、甲乙協議の上、決定するものとする。
（研究成果の報告及び公表）
第13条　研究成果の報告及び公表については、共同研究・受託研究取扱要領第15条に定めるところによるほか、甲乙協議の上、決定するものとする。
（ノウハウの指定及び取扱い）
第14条　甲及び乙は、甲乙協議の上、研究成果のうち、秘匿することが可能な技術情報であって、かつ、財産的価値のあるものは書面をもって速やかにノウハウとして指定するものとする。
２　ノウハウの指定に当たっては、秘匿すべき期間を明示するものとする。
３　前項の秘匿すべき期間は、甲乙協議の上、決定するものとし、原則として、本契約有効期間終了の翌日から起算して２年間とする。ただし、指定後において必要があるときは甲乙協議の上、秘匿すべき期間を延長し、又は短縮することができる。
（秘密の保持）
第15条　甲及び乙は、本研究の遂行の過程で相手方から開示又は提供を受けた相手方の技術上若しくは営業上の一切の情報又は物品（サンプルを含み、以下同じ。）のうち、秘密である旨が明示されたもの（但し、物品については秘密である旨の明示がない場合であっても秘密として取り扱う。）、又は口頭での開示後30日以内に書面で内容を特定のうえ当該書面に秘密である旨を明示して相手方に通知されたものについては、本研究以外の目的に使用し、第三者に開示・漏洩してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するものはこの限りではない。
　(１)　相手方から開示を受け又は知り得た際、既に公知となっていたもの
　(２)　相手方から開示を受け又は知り得た際、既に自己が所有していたことを証明できるもの
　(３)　相手方から書面による同意を得たもの
　(４)　相手方から開示を受け又は知り得た後に自己の責によらず公知となったもの
　(５)　正当な権利を有する第三者から合法的に入手したもの
２　前項の有効期間は、本契約締結日から、本契約有効期間終了後２年間とする。ただし、甲乙協議によりこの期間を延長し、又は短縮することができる。
（反社会的勢力でないことの表明・確約）
第16条　甲及び乙は、本契約締結時に、自己及び役員その他これに準ずる者が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団その他これらに準ずる者をいう。以下同じ。）に該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
２　甲及び乙は、相手方及びその役員その他これに準ずる者が次の各号のいずれかに該当するときは、何らの催告をすることなく、直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。なお、この場合において、本契約を解除された相手方は、当該解除により発生した自己の損害を相手方に請求できないものとする。
　(１)　反社会的勢力に該当すると認められるとき
　(２)　暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、脅迫的な言動若しくは暴力を用いる行為等を行い、又は第三者にこれらの行為を行わせたとき
（契約の有効期間）
第17条　本契約の有効期間は、第2条に定める研究期間とする。ただし、第4条、第6条乃至第11条、第13条乃至第16条及び第19条の規定は、当該条項に定める期間又は対象事項がすべて消滅するまで有効に存続する。
（協議事項）
第18条　本契約に定めのない事項、又は疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定めるものとする。
（裁判管轄）
第19条　本契約に関して紛争が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

上記契約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、甲乙記名捺印の上、それぞれ各１通を保管するものとする。

　　　　　　年　　月　　日

（甲）東京都板橋区高島平１－９－１
学校法人大東文化学園
理　事　長　　　　　　　　　　　　印

（乙）【所在地】
【機関名】
【役職名】
【氏　名】　　　　　　　　　　　　印
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